
 

「歩こう。佐賀県。」情報発信業務委託企画提案書作成要領 

 

 

この「企画提案書作成要領」（以下「作成要領」という。）は、佐賀県（以下「県」という。）が実施

する「歩こう。佐賀県。」情報発信業務（以下「本業務」という。）に関して、委託事業者を選定するプ

ロポーザルに参加しようとする者（以下「参加者」という。）が企画提案書等を作成するために必要な事

項を定めるものである。 

 

１ 企画提案書  

参加者は「業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）を踏まえ、下記の必要書類を作成し、提出す

るものとする。 

なお、提案書はＡ４サイズ横書きで作成すること。 

（１）企画提案にあたっての基本的な考え方 

仕様書「２ 事業の目的」及び「３ 事業の内容」を理解し、企画を提案すること。 

 

（２）企画提案書の作成 

（ア）事業方針 

（イ）事業の内容 

※以下のとおりそれぞれの項目に留意して作成すること 

（１）事前調査及び分析 

事前調査は WEB アンケートとすること 

【WEB アンケート詳細】 

調査対象 佐賀県内に居住する 20代から 50 代の男女 

調査方法 インターネット調査 

サンプル数 有効回答 400 を想定 

設問数 15 問程度 

設問項目 

県が提示する必須設問項目を含め、受託者と佐賀県で協議を行い決定する 

【必須設問事項】 

１ 性別（男・女・回答しない） 

２ 年代（20 代～50 代：10 歳区切り） 

３ 住所（市町まで） 

４ 子供の有無 

５ 普段の主な移動手段（自家用車、徒歩、バスなど） 

６ ５の利用目的（通勤、通院、買い物など） 

７ 公共交通機関の利用頻度 

８ 「歩こう。佐賀県。」を知っているか 

９ 「歩こう。佐賀県。」をどこで知ったか 

調査スケジュール 契約締結から１か月以内に事前調査を実施し、調査結果を速やかに提出する 

その他 クロスセクションデータの抽出が可能な調査とする 

 

 

 



（２）情報発信 

①行動を促す情報発信の企画と実施 

県の事業では「ＳＡＧＡアリーナのオープン（令和５年５月）」や「佐賀さいこうフェスティバル（令

和５年１０月）」、「さがバスまるっとフリーＤＡＹ（令和６年１月）」等を予定しており、実現可能な範

囲でのコラボレーション等は提案可とする。 

企画提案書を提出する際には、事前調査から想定される２つ以上のペルソナに対して行動を促す情

報発信の企画を提案すること。 

 

【事前アンケートから想定されるペルソナの例①】 

Ａ：20 代～40 代の働き世代で「歩こう。佐賀県。」を認知しているが、通勤には自家用車を利用する人 

Ｂ：40 代～50 代の子育て世代で「歩こう。佐賀県。」を認知しているが、子どもとの移動には自家用車を利用する人 

Ｃ：20 代の若者世代で「歩こう。佐賀県。」を認知しているが、日常的に自家用車を利用する人 など 

 

 

②認知を向上させる情報発信の企画と実施 

企画提案書を提出する際には、事前調査から想定される２つ以上のペルソナに対して認知をより高

める情報発信の企画を提案すること。 

 

【事前アンケートから想定されるペルソナの例②】 

Ａ：30 代の働き世代で「歩こう。佐賀県。」を認知していない人 

Ｂ：40 代の子育て世代で「歩こう。佐賀県。」を認知していない人 

Ｃ：50 代の郊外居住者で「歩こう。佐賀県。」を認知していない人 など 

 

 

【使用できる広報素材（データ等）】                  ※デザインは別紙１参照 

ポスター チラシ（Ａ４：残部数約 6,000 枚） 

歩こう。佐賀県。ＰＶ（DOTAMA：約 2 分） テレビＣＭ（歌うアルックさん：15 秒） 

ラジオ音声広告（ＷＡＶデータ：20 秒） 新聞データ 

歩こう。佐賀県。ロゴ ショップカード（残部数 1,000 枚） 

ＳＮＳアカウント 

Instagram（@aruko_saga） 

Twitter（@aruko_sagaken） 

Facebook（歩こう。佐賀県。） 

LINE（@184bvcrv） 

 

③WEBサイト、Instagram等の運営 

提案された情報発信の企画（コンテンツや発信者等）については、県との協議により決定する。 

 

④公共交通の利用を促す広報ツール制作 

バス利用での体験談は別紙２のとおり。 

 

（３）事後調査 

  上記（１）事前調査と同様の調査を行い、情報発信の効果検証を行う。 

 

（４）広報物やノベルティの制作 

  県と受託者で協議の上、必要に応じて制作する。 

 



（ウ）事業工程 

（エ）実施体制及び連絡体制 

（オ）会社概要（様式は任意） 

（カ）過去に受託した同種の業務実績が確認できる資料（様式は任意） 

（キ）上記のほか、事業内容が十分に伝わるよう、わかりやすい記載を心がけること。 

 

２ 見積書  

（１）本業務の実施に要する費用の内訳（費目、数量、単価、金額等）を明らかにした見積書（様式任

意）を作成すること。また、その際、仕様書「３ 事業の内容」の項目毎に金額の内訳が分かるように

作成すること。仕様書「４ 委託金額」の委託上限額を超過しないよう注意すること。 

（２）見積書には、代表者の役職及び氏名を記載すること。 

 

３ 企画提案書等の提出部数  

（１）企画提案書８部（正本１部、副本７部） 

（２）見積書８部（正本１部、副本７部） 

 

４ その他留意事項  

（１）提案は、全て企画提案書に記載すること。 

（２）参加者は、複数の提案を行うことはできないものとする。 

（３）企画提案書等は、提出後の書換え、引換え、撤回又は再提出を認めない。 

（４）提案に当たっては、原則として、上記「１ 企画提案書」に定める様式によること。 

（５）ページ番号は目次を除き通し番号とし、各ページに印字すること。



 

  



 


